生活保護費の基準引き下げをしないよう国に求める意見書
　厚生労働省は、社会保障審議会の生活保護基準部会と生活困窮者支援特別部会の報告を受けて、来年度予算での生活保護基準の引き下げと、生活保護の改正案づくりを進めているが、保護費の基準の削減は受給者の生活を一層困窮させ、「健康で文化的な最低限の生活」を損なうもので容認できない。今回の審議会では、生活保護を利用していない低所得者との比較で、生活保護受給者のほうが支給額が多いことが指摘されているが、本来生活保護費を受給できる低所得者層の消費支出が生活保護基準を下回っているからとして、生活保護水準を引き下げることを許せば、憲法２５条が保障する「健康で文化的な最低限度の生活」の水準を際限なく引き下げていく恐れがある。
　また、生活保護費の基準は、最低賃金、老齢基礎年金、住民税課税基準や国民健康保険料（税）と医療費、介護保険料、保育料の減免基準や就学援助の適用基準などと連動している。保護基準の引き下げが行われれば、こうした制度を利用できなくなる人が急増し、いっそう「貧困の連鎖」が強まると考える。

　貧困と格差が一層深刻になる中で、生活保護基準の引き下げは住民の生活に大きな影響を与え望ましくない。住民のいのちとくらしを守るために次のことを要望する。

記

１．国民生活に影響を与える生活保護基準の引き下げをしないよう求める。
以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　　　　　　　　　　　　　平成２５年３月２１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県東伯郡琴浦町議会
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